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今週のキーワード 信 金 は 医 療 ・ 福 祉 分 野 に 取 り 組 む 事 業 者 に 、 ① 出 店 希 望 地 の 不 動 産 情 報 を 提

供 す る 、 ② 施 設 等 の 建 設 を 行 う ハ ウ ス メ ー カ ー や 地 元 建 設 業 者 を 斡 旋 す る 、 な ど

の対 応 をとり 、関 連 融 資 の獲 得 につなげる。また融 資 担 当 者 が得 た情 報 を本 部 に

還 元 し 、 金 庫 全 体 で “ 情 報 一 元 管 理 ” を 行 う ケ ー ス も 増 え て い る 。 多 く の 信 金 で は

自 治 体 、 大 学 な ど 外 部 の ネ ッ ト ワ ー ク を 活 用 し 、 地 域 内 外 か ら の 情 報 収 集 ・ 提 供

といった面 から取 引 先 をサポートする動 きも活 発 で、連 携 強 化 の意 図 が明 らか。 

信金と関連事業者 
提携 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

電子証明書特別控除は３月で廃止
2012年度改正法案に盛り込まれず 
 

政府は、３月１日に2013年度税制改正関連法案

を閣議決定し、国会に提出したが、この法案に盛

りこまれず３月の適用期限をもって廃止される

こととなった制度の一つに、ｅ－Ｔａｘ（国税電

子申告・納税システム）の普及にも一役買った「電

子証明書を有する個人の電子情報処理組織によ

る申告に係る所得税額の特別控除」（電子証明書

等特別控除）がある。 

同制度は、電子政府の推進のため、国及び地方

自治体に対するオンライン申請等を行う際に必

要な電子証明書等（住民基本台帳カード＋公的個

人認証サービスに基づく電子証明書、ICカードリ

ーダライタなど）の取得を税制面で支援するた

め、2007年度税制改正で創設されたものだ。 

電子証明書等特別控除は、具体的には、所得税

の確定申告書の提出を、納税者本人の電子署名及

び電子証明書を付して、その年分の提出期間内

（原則として翌年１月４日から３月15日までの

間）に、ｅ－Ｔａｘを利用して行う場合、2007年

分から2012年分のいずれかの年分で１回、所得税

額から税額控除が受けられる。 

税額控除額は、2010年分までは最高5000円だっ

たが、2011年度税制改正で２年間の延長は行われ

たものの、2011年分は4000円、そして適用できる

最後の年となる今年の2012年分は3000円に引き

下げられている。 

ちなみに、昨年の2011年分の控除適用者は12万

１千人。電子証明書等特別控除もその役割を終え

たということか。 

融資拡充は４大プロジェクトにあり 
今後の成長分野と信用金庫の取組み方  

 

信用金庫の全国組織―信金中央金庫のシンク

タンクが発表した「今後の成長分野と信用金庫の

取り組み」と題した経済レポートは、信金の顧客

である中小企業経営の今後を見据えていて、金融

融資面からも掘り下げている。  

まず「新たに発足した安倍政権による“成長力

強化”の旗印の下、民主党政権時代に策定された

『日本再生戦略』は、ＴＰＰなどで見直されるも

のの、成長期待の分野そのものの認識が大きく変

わることはない」と予測している。 

民主党政権時代の「日本再生戦略」では、グリ

ーン（エネルギー・環境）、ライフ（医療・介護）、

農林漁業（６次産業化）の３分野を成長期待分野

として掲げ、それらを担う中小企業（ちいさな企

業）も含めた４大プロジェクトに重点的、集中的

に施策を実行するとされた。 

信用金庫業界では、成長分野に念頭においた融

資商品を取りそろえる動きが広がっている。一部

の信用金庫は専担チーム等を配置し、ビジネスチ

ャンスを求め成長分野に携わる事業者等との関

係強化に努めている。融資商品の拡充が見込まれ

る分野は、再生可能エネルギー、医療、介護、農

業支援（応援）ローン、アグリビジネスローン、

複合型商品などを挙げている。 

信金業界は目下、中小企業向け貸出では大企業

向けと同様に金利競争が激しく厳しい環境にあ

る。そこで信金自体にも変化が起こり、その一例

が信金と関連事業者連携であろう。 

税務会計 経   営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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